
別紙様式第４号

Ⅰ　地区の成果目標 （単位：経営体、％）

Ⅱ　経営体の成果目標

担い手確保・経営強化支援事業目標達成状況報告書（２年度目）

都道府県名 市町村名 地区名 計画承認年度 目標年度 事業実施主体

項　　　目

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） ２年度目

達成状況
（％）1年度目 2年度目 目標年度

（3年度目）

山形県 川西町 玉庭 Ｒ２ Ｒ４ 川西町

必
須

目
標

付加価値額の拡大
0 1 1

0
1 0

② 農産物の価値向上

選
択
目
標

① 経営面積の拡大
0 1 1

③ 農業経営の複合化

100
0 1

④ 農業経営の法人化
0 0 1

0
0 0

⑤ 輸出の取組

No 対象経営体名 項　　　目 現状

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） ２年度目

達成状況
（％）

実績を確
認した資料
名等1年度目 2年度目

目標年度
（3年度目）

1 玉田　義信

付加価値額の拡大（千円） 5,516
5,516 8,000 8,000

29,000
28,613 31,419

51.7
所得税青色
申告決算書6,793 6,801

23,845 29,000

21,870 24,668

人件費 50
50 50 50

費用総額 18,378
18,378 21,050 21,050

50 50
就業者一人当たり

付加価値額の拡大（千円） 5,516
5,516 8,000 8,000

51.7

算定
内訳

収入総額 23,845

6,793 6,801

就業者数 1
1 1 1
1 1

経営面積の拡大（ha） 13.1
13.1 14.1 14.1

120.0

0 1

補正の内容

水稲共済
細目書13.1 14.3

農業経営の法人化 0
0 0 1

-

2

付加価値額の拡大

算定
内訳

収入総額

人件費

費用総額

就業者一人当たり
付加価値額の拡大

就業者数

補正の内容

令和２年度令和２年度



Ⅲ　達成状況に関する事業実施主体の所見(評価)

Ⅳ　その他

　１　人・農地プランの作成状況

　（１）作成した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（２）今後の見通し（未作成の場合）

　２　法人化の状況

　（１）法人化前の組織等の名称：

　（２）法人化した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（３）今後の見通し（法人化していない場合）

〔記入要領〕

１　「現状」「目標」欄は、担い手支援計画及び経営体調書の成果目標の「現状」「目標年度」欄の内容を記入する。

Ⅰ及びⅡの「達成状況」欄の上段は、担い手支援計画及び経営体調書にある計画を記入し、下段は、当該年度の実績を記載し、

　「○年度目の達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を記入する。

・経営面積の拡大については達成しており、水稲の面積が増えている。しかし、反収が減ったことや米価の下落により販売金額が伸び
ず、付加価値額の拡大については、目標達成に至らなかった。次年度については、借入地での作付けも２年目となり、目標達成が見込
まれる。
・農業経営の法人化については、令和４年２月に完了している。

２　Ⅱの対象経営体の成果目標に関する達成状況は、担い手支援計画の添付資料である経営体調書に掲げた経営体の成果目標の項目について、
　対象経営体毎に記入する。また、付加価値額の拡大（算定内訳を含む。）及び就業者一人当たり付加価値額の拡大について、実績を補正し
　たものについては、実績値の前に（補）と記載する。「項目」欄の「補正の内容」欄には、実績を補正したものについて、補正の要因及び補
　正の方法（実績値の補正過程）を記載する。なお、記入欄は対象経営体数等に応じて適宜挿入すること。
　　Ⅱの経営体の成果目標達成状況の達成率は、(実績-現状）/(年度計画-現状)×100により求めるものとする(小数第2位は切り捨て、小
　数第1位まで記入する。）。

３　Ⅲの「達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立ち遅れが
　ある場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。なお、担い手支援計画承認年度及び目標
　年度前年度の必須成果目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者又は、目標年度における必須成果目標の達成状況が
　80％未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導内容を記入すること。
　　また、目標年度において目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場合又は選択目標がおおむね達成されていない
　場合）は、別途、別紙様式５号により経営体ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた具体的な改善措置及び達成見込時期
　等を記入するとともに、地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向を記入する。

４　Ⅳの１については、事業実施時点で人・農地プランを作成していない地区である場合（実施要綱別記第１の２の（４）に該当する地区である場合）に記
載し、２については、助成対象者が集落営農組織である場合（別記４の（１）のイの（ア）のｃに該当する場合）に記載する。



別紙様式第４号

Ⅰ　地区の成果目標 （単位：経営体、％）

Ⅱ　経営体の成果目標

Ⅲ　達成状況に関する事業実施主体の所見(評価)

担い手確保・経営強化支援事業目標達成状況報告書（２年度目）

都道府県名 市町村名 地区名 計画承認年度 目標年度 事業実施主体

項　　　目

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） ２年度目

達成状況
（％）1年度目 2年度目 目標年度

（3年度目）

山形県 川西町 下奥田 令和２年度 令和４年度 川西町

必
須

目
標

付加価値額の拡大
1 1 1

0
1 0

② 農産物の価値向上

選
択
目
標

① 経営面積の拡大
0 0 1

③ 農業経営の複合化

0
0 0

④ 農業経営の法人化

⑤ 輸出の取組

No 対象経営体名 項　　　目 現状

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） ２年度目

達成状況
（％）

実績を確
認した資料
名等1年度目 2年度目

目標年度
（3年度目）

1 松山　緩子

付加価値額の拡大（千円） 117
485 1,552 2,592

5,031
4,095 5,070

29.0
所得税青色
申告決算書926 533

2,357 3,544

3,169 4,712

人件費 0
0 500 500

費用総額 1,914
1,872 2,492 2,938

0 175
就業者一人当たり
付加価値額の拡大

算定
内訳

収入総額 2,031

就業者数

経営面積の拡大（ha） 1.09
1.09 1.09 1.14

-

補正の内容

水稲共済
細目書1.09 1.09

・付加価値の拡大は、１年度目は達成したが、２年度目は、経費中の農機具費及び農薬衛生費の増大、アスパラガスの生育不良や収穫
後の品質管理の経験・知識不足により未達成となった。関係機関で圃場の確認を行い、作付品目や資金計画等について指導を行ってい
る。技術面に関しては、本人が農業技術普及課担当者と連絡を密に取り合い改善を図っている。大きな設備投資は整ったため、今後は
経費を削減しながら作業効率を考え営農していくよう指導している。
・経営面積の拡大については、関係機関が相談に乗っているが、本人が体調を崩していることもあり、体調も見ながら目標達成に向け取
り組むよう指導している。

令和２年度



Ⅳ　その他

　１　人・農地プランの作成状況

　（１）作成した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（２）今後の見通し（未作成の場合）

　２　法人化の状況

　（１）法人化前の組織等の名称：

　（２）法人化した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（３）今後の見通し（法人化していない場合）

〔記入要領〕

１　「現状」「目標」欄は、担い手支援計画及び経営体調書の成果目標の「現状」「目標年度」欄の内容を記入する。

Ⅰ及びⅡの「達成状況」欄の上段は、担い手支援計画及び経営体調書にある計画を記入し、下段は、当該年度の実績を記載し、

　「○年度目の達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を記入する。

２　Ⅱの対象経営体の成果目標に関する達成状況は、担い手支援計画の添付資料である経営体調書に掲げた経営体の成果目標の項目について、
　対象経営体毎に記入する。また、付加価値額の拡大（算定内訳を含む。）及び就業者一人当たり付加価値額の拡大について、実績を補正し
　たものについては、実績値の前に（補）と記載する。「項目」欄の「補正の内容」欄には、実績を補正したものについて、補正の要因及び補
　正の方法（実績値の補正過程）を記載する。なお、記入欄は対象経営体数等に応じて適宜挿入すること。
　　Ⅱの経営体の成果目標達成状況の達成率は、(実績-現状）/(年度計画-現状)×100により求めるものとする(小数第2位は切り捨て、小
　数第1位まで記入する。）。

３　Ⅲの「達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立ち遅れが
　ある場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。なお、担い手支援計画承認年度及び目標
　年度前年度の必須成果目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者又は、目標年度における必須成果目標の達成状況が
　80％未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導内容を記入すること。
　　また、目標年度において目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場合又は選択目標がおおむね達成されていない
　場合）は、別途、別紙様式５号により経営体ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた具体的な改善措置及び達成見込時期
　等を記入するとともに、地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向を記入する。

４　Ⅳの１については、事業実施時点で人・農地プランを作成していない地区である場合（実施要綱別記第１の２の（４）に該当する地区である場合）に記
載し、２については、助成対象者が集落営農組織である場合（別記４の（１）のイの（ア）のｃに該当する場合）に記載する。


